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に座位保持装置部品の認定基準を策定（１８年
度改訂）し、支給品の安全性の確保に活用し
ている。さらに、国際規格作成への貢献も積
極的に行っており、国際標準化機構（ISO）
の福祉用具技術委員会（ISO/TC１７３）や義
肢装具技術委員会（ISO/TC１６８）での活動
に参加している。２３年度には、TC１６８におい
て試験方法を担当しているWG３の大阪会議
を開催するとともに、福祉用具の分類と用語
（ISO９９９９）を担当している ISO/TC１７３／SC
２の幹事国を日本が引き受けており、東京会
議も開催している。
平成１３年１１月に、規格作成時における高齢
者・障害のある人への配慮事項を取りまとめ
た「ISO/IEC ガイド７１」が国際規格として
制定され、我が国も１５年６月に同ガイドを
JISZ８０７１として制定した。現在、これに基づ
き高齢者や障害のある人にも使いやすい設計
とするためのアクセシブル・デザインに関連
する JIS 規格の作成が進められており、２３年
度までに JISZ８０７１を含めて、３３規格を制定
している。また、国際規格作成への貢献も積
極的に行っており、国際標準化機構（ISO）
の包装技術委員会（ISO/TC１２２）や人間工
学技術委員会（ISO/TC１５９）での活動への
参加とともに、これら委員会への日中韓３カ
国による規格案の共同提案を行い、２３年度ま
でに５規格が国際規格として発行されてい
る。２１年度にはアクセシブル・デザインにつ
いて、より専門的かつ集中的な議論をするた
め、我が国からの提案によって福祉用具技術
委員会（ISO/TC１７３）に新たにアクセシブ
ル・デザイン分科会（SC７）が設立され、
２２年度には第１回東京会議が開催された。

７．サービスの質の向上

利用者に質の高いサービスを提供する取組
を継続的に行うための目安として、平成１２年
６月に「障害者・児施設のサービス共通評価

基準」を作成し、障害者・児施設等による自
己評価を実施した。また、翌年７月には前年
度の評価実績を踏まえて評価基準を見直す
等、自己評価の普及を図ってきた。
第三者評価事業については、事業の更なる
普及・促進を図るため、平成１６年５月に、福
祉サービス共通の第三者評価基準ガイドライ
ン、第三者評価事業推進体制等について示し
た指針を各都道府県に通知したところであ
り、これに伴い、１７年３月に、障害者・児施
設に関する各項目の判断基準等を各都道府県
に通知した。

８．専門職種の養成・確保

（１）福祉専門職

福祉専門職の養成確保については、「社会
福祉法」に基づき、社会福祉事業従事者等に
対する研修や無料職業紹介事業等を実施する
都道府県福祉人材センター及び社会福祉関係
職員の福利厚生の充実を図る福利厚生セン
ターが設置されるなど、総合的な社会福祉従
事者確保の対策が進められている。

ア 社会福祉士、介護福祉士
国民の福祉サービスに対する需要が多様
化・高度化してきたことから、昭和６２年５
月、「社会福祉士及び介護福祉士法」が制定
され、福祉・介護サービスが現場において着
実に定着してきた。
具体的には、身体上、精神上の障害等によ
り日常生活を営むのに支障がある人に対し
て、専門的知識及び技術を持って福祉に関す
る相談援助を行う社会福祉士については、資
格登録者数１４６，２２０人（平成２３年９月末）、専
門的知識及び技術を持って心身の状況に応じ
た介護や介護指導を行う介護福祉士について
は、資格登録者数９８４，４６６人（２３年９月末）
を数えることとなった。
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さらに、昨今、認知症ケア等の従来の身体
介護にとどまらない介護やサービスの利用支
援、権利擁護等の新しい相談援助など介護・
福祉サービスの多様化・高度化に的確に対応
できる人材の確保・資質の向上を図るため、
平成１９年に同法を改正し、より質の高い社会
福祉士及び介護福祉士の養成・確保に努めて
いるところである。
また、平成２３年度に同法を改正し、喀痰吸
引（たんの吸引）等が介護福祉士の業務とし
て位置付けられ、平成２７年度からの施行が予
定されている。

イ 精神保健福祉士
精神障害のある人の社会復帰を促進する上
では精神障害のある人の保健・福祉に関する
専門的知識・技術を有する者による相談・援
助が重要である。このため、精神障害のある
人の社会復帰に関する相談・援助を行う精神
保健福祉士を国家資格化する「精神保健福祉
士法」が平成９年１２月に成立し、１０年４月か
ら施行された。同年以降、精神保健福祉士は
着実に養成されており、有資格者数は５５，３９４
人（２４年３月末）を数えることとなった。

（２）リハビリテーション従事者

高齢化の進展、疾病構造の変化等に伴い、
リハビリテーションの必要性、重要性が一層
増してきている。そのため、専門的な技術及
び知識を有する人材の確保と資質の向上を
図っていくことが重要である。

ア 理学療法士、作業療法士
理学療法士及び作業療法士は、身体や精神
に障害のある人々に対し、基本的動作能力・
応用的動作能力又は社会的適応能力の回復を
図るための理学療法、作業療法を行う専門職
である。平成２３年４月現在で理学療法士の養
成施設は１３，４５４名、作業療法士の養成施設は

７，２６０名の定員が確保されている。

イ 視能訓練士、義肢装具士
両眼視機能の回復のための矯正訓練及びこ
れに必要な検査を行う視能訓練士、義肢・装
具の装着部位の採型並びに製作及び身体への
適合を行う義肢装具士の養成施設について
も、平成２３年４月現在それぞれ１，３３３名、２８３
名の定員が確保されている。

ウ 言語聴覚士
音声機能、言語機能及び聴覚に関するリハ
ビリテーション等を行う言語聴覚士が平成１０
年に国家資格化され、その養成施設は２３年４
月現在、定員２，７１１名が確保されている。

（３）国立専門機関等の活用

国立障害者リハビリテーションセンター学
院において、障害のある人のリハビリテー
ション・福祉に従事する専門職員の養成及び
現に従事している各種専門職の技術の向上を
目的とした研修として、５学科の専門職員養
成、２１コースの知識・技術向上のための研修
を実施している。
情報の保障やコミュニケーションの支援を
必要とする視覚障害のある人、聴覚障害のあ
る人の社会参加を進める上で専門職の養成・
確保が重要な課題であることから、視覚障害
のある人の生活訓練を専門とする技術者を養
成する視覚障害学科、聴覚障害のある人の手
話通訳を専門とする手話通訳士を養成する手
話通訳学科を設けているほか、現任者の技術
等の向上のための、視覚障害生活支援研修
会、手話通訳士専門研修会も実施している。
また、保健・医療に携わる専門職について
は、言語聴覚学科、義肢装具学科により養成
を行っているほか、平成２３年１０月から脳卒中
リハビリテーション看護認定看護師の教育課
程を開講するとともに、音声言語機能等判定
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医師研修会、義肢装具士研修会、作業療法士
研修会、リハビリテーション心理職研修会、
言語聴覚士研修会等を実施している。
さらに、身体に障害のある人の総合的なリ
ハビリテーションのための体育・スポーツの
指導を専門とする技術者を養成するリハビリ
テーション体育学科を設けているほか、国立
障害者リハビリテーションセンター自立支援
局において、地域ボランティアや住民を対象
として、また、福祉教育の一環として教員や
小中学生を対象に、障害のある人に対する正
しい理解と知識や援助方法の習得を目的とし
た研修会等を実施している。
また、知的障害のある人の高齢化や障害の
重複化、さらには自閉症等の特有の発達障害
のある人に対する取組の強化等に伴い、これ
らに関連する業務に従事する専門職員の資質
向上を図ることは重要な課題であることか
ら、国立障害者リハビリテーションセンター
自立支援局秩父学園附属保護指導職員養成所
において、知的障害関係福祉施設等で保護指
導の業務に従事する職員の資質向上を図るた
めの研修を実施している。特に自閉症等への
取組として、全国の「発達障害者支援セン
ター」の職員に対する療育技術に関する研修
を実施している。
なお、同養成所は、平成２４年度から国立障
害者リハビリテーションセンター学院に組織
統合することとしている。
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機能・能力
区分

配慮領域

感覚能力 身体能力 認知能力 アレルギー
見る、聞く、触る、嗅ぐなど 移動、握力、話すなど 判断、記憶など 接触、食べ物など
老眼・難聴、痺れなど 歩行困難、言語障害など 知的障害、自閉症など

情 報
色、文字の大きさ、
コントラスト、
形状など

位置、レイアウト 絵記号など

包 装
色、文字の大きさ、
コントラスト、
形状など

扱いやすさ、表面
材質など 図記号、絵記号 成分表示、表面材

質、素材など

素 材（材質）
色、コントラスト、
形状、表面材質、
音響など

扱いやすさ、表面
材質など

色、コントラスト、
形状など

成分表示、表面材
質、素材など

取付け
照明、扱いやすさ、
道理に合った手順
など

扱いやすさ、表面
材質など

色、形状、道理に
合った手順

成分表示、表面材
質、素材など

ユーザー
インタフェース

色、文字の大きさ、
レイアウト、扱い
やすさ

位置、レイアウト、
扱いやすさなど

図記号、絵記号、
わかりやすさ

アレルギー性や毒
性のない材質など

保守・保管・廃棄 扱いやすさ、道理
に合った手順など 扱いやすさ 図記号、絵記号、

道理に合った手順
アレルギー性や毒
性のない材質など

構築環境（建物等） 照明、アクセス
ルート、音量など

位置、レイアウト、
表面材質など

図記号、絵記号、
わかりやすい言葉

アレルギー性や毒
性のない材質など

社会福祉士
介護福祉士

精神保健福祉士
全体 国家試験 養成施設卒業者

１４６，２２０人 ９８４，４６６人 ７０６，９７５人 ２７７，４９１人 ５２，０３５人

理学療法士 作業療法士 視能訓練士 義肢装具士 言語聴覚士
９０，７９２人 ５７，２１４人 １０，０１６人 ３，８７９人 １８，９３６人

■図表１―７７ 『ISO/IECガイド７１』に示された７つの分野の考慮事項（マトリックス）

資料：経済産業省

■図表１―７８ 福祉専門職の資格取得者（平成２３年９月末）

資料：厚生労働省

■図表１―７９ リハビリテーション従事者の資格取得者（平成２３年１２月末）

資料：厚生労働省
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全方向駆動型モバイルアームサポートの開発 着用者の感性反応を考慮した
介護作業軽労化スーツの実用化開発

福祉用具実用化開発推進事業／イノベーション推進事業

〈平成23年度新規採択テーマ〉
①全方向駆動型モバイルアームサポートの開発
②エネルギー制御技術を利用した点字読取装置及び点字／文字プロンタの開発
③個人の体型に合った高齢者のふるえ（本態性振戦）をおさえるセミオーダー手首装具
の開発
④新概念ベッド部材等の高性能リフレッシュ装置の開発
⑤EXGELロコトレ座いすの開発
⑥ALS患者のための IT文字盤及び意思伝達装置の開発
⑦介護する側の女性・高齢者にやさしい車椅子用ブレーキの開発
⑧着用者の感性反応を考慮した介護作業軽労化スーツの実用化開発
⑨かんたんな動作で乗り降りできる車イス型移乗器の実用化開発
⑩車椅子乗車用電動三輪車（WCV）のための機能追加器具の実用化開発
⑪高齢者の呼吸補助具としての小型酸素発生装置の実用化開発


